
金融 IT フォーラム報告

　野村総合研究所（NRI）は2016年11月17日、

「金融業界のイノベーションが未来を創る」をテーマに

「NRI金融ITフォーラム2016」を開催した。

　新たなITを活用して製品やサービスを革新するデジ

タルイノベーションの取り組みが欧米で盛んになってい

る。当然のことながら、日本もグローバル規模で新たな

テクノロジーとアイデアによるビジネス戦略とイノベー

ションに取り組んでいくことが強く求められている。

　日本版のデジタルイノベーションとはどのようなも

のなのか。NRIは洞察力、実現力、共創力のコンビネー

ションを強みに、NRI独自の視点でこの課題に取り組ん

でいる。NRIでは、金融業界に更なるイノベーションを

促し、金融機関の皆さまの戦略実現を支援していけるよ

う、様々な角度から議論や提案をしていきたいと考えて

おり、その一環として当フォーラムを開催した。

　ここでは、基調講演、特別講演をお引き受け下さっ

た三越伊勢丹ホールディングス　代表取締役　社長執

行役員の大西洋様、日本銀行決済機構局　FinTechセ

ンター長の岩下直行様、金融庁総務企画局　参事官の

松尾元信様、セブン銀行　金融犯罪対策部　部長の井

手智典様、鹿児島銀行　医業支援部　部長席付の藪谷

真喜子様、マネーフォワード　代表取締役社長CEOの

辻庸介様、SAP　Head of Industry Business Unit 

InsuranceのRobert Commings様の講演を紹介する

とともに、2016年にNRIグループに加わったCutter 

AssociatesのMary C. StorrsとJonathan Chandler

の講演を紹介する。

　経営トップは「5年

後、10年後に何をす

るか」を視野にいつも

考えている。しかしこ

の不透明な経済環境で

は、5年後を見通すの

は難しい。仮説が成り

立たない時代といえ

る。その中で、今企業

に求められるのは真の

イノベーションである。既存のモノ・コトの思いもよら

ない組み合わせが新しいものを生み出す。旧来のビジネ

スモデルには限界が来ている。

　小売業の市場規模はここ数年大きくは変わっていな

い。消費が活性化しない理由は、多様化する顧客ニーズ

に応え切れていないことが大きい。モノの消費が抑制

され、ライフスタイルを重視したコト・サービス消費が

拡大しているのに、これについて行けていない。流通

構造にも問題があり、生産性が悪化している。もはやイ

ノベーションなくしては生き残れない。求められるイノ

ベーションは絶対的価値を創造するものでなければなら

ない。当社でも改革を進めようとしており、その幾つか

を紹介したい。

　一つはカード事業で、これまでの営業支援から、単独

の事業として利益を上げることを目指す。カードでは割

引からポイント制に移行し、外部と連携してポイントの

利便性を高めている。それによって優良顧客を獲得する

ことも可能になる。また金融面では決済手段を中心に店

頭業務の効率化を進める。

　今やデジタルは経営の根幹に関わっており、デジタル

なくして経営戦略なし、とも言える。当社では今年情報

戦略本部を創設した。目標は「新しい価値創出」と「生
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産性の向上」である。たとえば、商品が回っていかな

い地方店で、バーチャルリアリティを利用し首都圏の

ショップを見てもらい、購入してもらう。また店頭接客

に関するデータを集め、売上の高い人と平均的な人との

違いについて分析を行っている。今後はIoTショップを

展開するなど、リアルの強みを最大化するデジタル活用

を考えている。マーケティングでもデジタルマーケティ

ングやデータベースを活用するための新しい会社を合弁

で設立した。

　イノベーションを進めるには人財が重要である。イン

フラとしての人財育成に力を入れている。販売インセ

ンティブ制度を導入し売上に応じて報酬が変動する方

式を取り入れた。20代の女性を中心に外部出向も進め

ている。また海外の出店を若い女性中心で行ったりして

いる。みな戻ってくると大きく成長している。今後求め

られるリーダーは人間力と広い視野・豊かな発想をもつ

必要がある。一方で、常識にとらわれない、分野のスペ

シャリストも育てていこうとしている。

　少し前までは、金融制度にあわせて次の事業をつく

る時代であった。今は、イノベーションが拡大し、

FinTechに代表されるように、次々に生まれる新しい

サービスに対し、規制が追いかける時代に変わった。

　FinTechはシリコンバレーで誕生した。リーマン

ショックなどの影響で、銀行の融資が滞ったり銀行そ

のものの信用が失われたりする中で、シリコンバレー

のベンチャー企業は銀行を代替するサービスの提供を

開始した。そのため、米国では銀行とガチンコ勝負

のFinTech企業が多い。そもそも、伝統的な銀行と

ベンチャーではIT活用の方法が違う。それはBefore 

internet、After internetという言い方にもつながる。

銀行システムは、インターネットがなかった時代、莫大

な費用がかかり、精緻な事業計画のもと大企業にしか作

れないものであった。一方ベンチャーは、インターネッ

ト上にクラウドができ、オープンソースでいろいろなこ

とができる世界でサー

ビスを作り上げてい

る。ただ、消えてなく

なる数も多い。いわ

ば、FinTechは新し

い金融の実験場といえ

よう。

　FinTechの投資額

を見ると、日米で大き

な差がある。日本の投資額が66億円に対し、米国は1

兆2千億円。200分の1である。投資額がこれ程まで

に小さいにも関わらず、日本では書籍類で特集が組ま

れるなどブームの様相を呈している。実は、これらを

購入しているのは銀行員。銀行がFinTechに代替され

てしまうのではないか、という不安感の表れと考えら

れる。

　投資額の差異は、一つには日米欧の銀行システムの構

造に起因する。日本では、勘定系システムを中心に密結

合で作り上げているため、ちょっと変えようとすると、

どこに波及するかなどすべてを検証する必要がある。一

方、欧米は、システム間の連動が少ない疎結合のため、

柔軟性が高く、一部だけの変更がしやすいので新しい技

術、サービスを取り入れやすい。

　また、ITに対する考え方の違いも大きい。IT投資を

増やした理由を聞くと、日本では圧倒的にコスト削減が

多い。これは守りの投資。米国では顧客サービスの強

化、ビジネスモデルの変化などポジティブな回答が多

い。これは攻めのIT投資。日本も、イノベーションを

興すには、FiｎTech企業などのサードパーティの力を

借り、攻めのITへの転換を図る必要がある。

　FinTechの進展への対応は、平成28年度「金融行政

方針」でも大きな課題として挙げられている。現状認

識として、邦銀のITへの投資が一つの課題だと考えて

いる。米銀のIT投資はサービス高度化など変化への投

資が過半を占めるのに対し、邦銀では2割以下でしかな
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い。欧米では IT分野

の企業と提携するオー

プンイノベーションも

進んでいる。

　こうした認識のも

と、今回の銀行法等

の改正では、ITイノ

ベーションの急激な進

展に的確に対応するこ

とを柱の一つとした。この中で最もやりたかったのは

「金融関連IT企業等への出資の容易化」である。銀行

がITベンチャーなどの持分を持ってよいということを

法律で位置づけ、欧米のような戦略的な動きを後押しし

たいと考えている。出資対象となる、金融サービスの向

上に資する業務についても幅広に取っていきたい。また

法改正には、金融グループ内での共通・重複業務の集約

の容易化が含まれたが、これもFinTech投資の集約・

高度化につながるものと考えている。

　金融庁では、このほかにもFinTechへの対応を行っ

ている。その一つがFinTechサポートデスクである。

イノベーションを伴う新たな事業分野で開業を考えてい

る企業などからの相談に、ワンストップで対応するもの

である。8割が法令解釈の問合せで、対応期間は平均4

日と行政としてはかなり速く、好評を得ている。

　もう一つは決済高度化のためのアクションプランであ

る。決済は金融庁がFinTechに取り組むきっかけにも

なったもので、多くの論点が検討されているが、その

中で重要なのが、XML電文への移行とオープンAPIの

あり方の2つである。後者について、日本のように大半

の人が銀行口座を持ち、銀行への信頼も厚い国では、

FinTechは銀行との協業で進展すると考えている。

協業の推進には、銀行が共通基盤を公開し、その上で

FinTech企業がサービスを提供できるようにするオー

プンAPIが重要になる。現在、全銀協で検討会を設置

し、検討を進めようとしている。

　日本の金融機関がFinTechの動きに乗り遅れると海

外勢に負けてしまうのではないかとの懸念も提示されて

いる。様々なFinTechベンチャーが台頭し、金融機関

はそれらと協業を進める。そうすることで、コストも含

めた競争力をつけていくことが必要と考える。

　当社の口座開設は主

にネットにより非対面

で行っており、個人口

座の数は160万を数

える。今回は振り込め

詐欺や口座譲渡を中心

に口座の犯罪対策を紹

介する。

　当社では、2008

年から口座取引のモニ

タリングシステムを導入している。このシステムは、不

正口座に特徴的な取引パターンをシナリオ化し、入出

金・振り込みなどにおける不正取引をリアルタイムで検

知するものである。検知口座の取引内容や属性等を調査

し、口座名義人への架電等により口座利用停止の要否を

判断する。しかし、疑わしいだけでは名義人に対抗する

ことは難しいのが実情であった。

　そこで確信をもって口座利用停止等を判断する根拠と

して、ATM取引画像の活用を開始した。疑わしい取引

の場合、ATM取引画像を確認する。口座属性情報と照

合して性別・年齢が相違したり、同一人が複数名義の

カードで連続して取引したりしていた場合は、自信を

持って一部取引停止や口座利用停止の判断ができる。

　もう一つは、ネットバンクにアクセスする端末を特定

できるシステムを導入したことである。同一端末から複

数の口座にアクセスしている場合など、端末やIPアド

レス情報等をネガ登録することで、なりすましや口座譲

渡の関連口座の抽出や不審アクセスの早期把握が可能に

なった。

　当社では、こうした取組みの結果、口座謝絶件数が1

年前に比べ3.2倍になるとともに、利用停止の件数は3

割減と未然防止の効果が現れてきている。

　金融犯罪の撲滅には金融機関全体での取り組みが欠か

井手 智典氏

松尾 元信氏

セブン銀行における金融犯罪対策の
取り組み
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せない。当社では、他の金融機関のカードでの不審取引

が判明するとその状況を当該金融機関に積極的に連絡し

ている。提携金融機関からの調査依頼に応じた対応も始

めた。また、検知や調査・判定のレベルアップや効率化

を進めるため、金融犯罪に関する事務等を子会社に委託

する取組みも開始している。金融犯罪への対応は、競合

する場でなく協力する場と考えており、連携して金融犯

罪の未然防止を進めてまいりたい。

　鹿児島銀行は、

2015年4月、NRI、

ITベンダーのインビオ

社とともに、システム

ソフト開発やコンサル

ティングを主な業務と

するサザンウィッシュ

社を設立した。同社が

販売する製品の開発に

は行員が全面的に関与

しており、われわれのノウハウが詰め込まれている。

　電子稟議システムRouteも、肥後銀行との経営統合

に伴い、行内での稟議をより迅速に行うことが喫緊の課

題となる中で開発された製品である。いかにもwordに

て紙稟議を作成しているかのような工夫を凝らして、電

子化への円滑な移行を実現した。

　Routeシステムの特徴は3つある。第1に、いつで

も、どこでも決裁できること。外出中もPCやタブレッ

トで閲覧・決裁が可能なため、意思決定を高速化でき

る。第2に、どんな複雑な決裁ルートも設定できるこ

と。内容によって異なる決裁者を自動判定する機能も

つけた。第3に、大量の紙資料をペーパレス化できるこ

と。また、Routeはオープンソースを利用しているた

め、費用を抑えられる上、導入する各社の事情に応じて

自在にアレンジすることができる。

　一方、サザンウィッシュが新しい取り組みとして、特

に力を入れているのは、データ収集のプラットフォー

ム開発である。現在、TrovoとMeecapという2つのプ

ラットフォームを持っている。

　Trovoは、ネット上の情報、地理的な情報、衛星から

の情報などを収集した法人情報データベースのプラット

フォーム。一方、Meecapは、ユーザーが持っている

さまざまなノウハウを蓄積するため、キーボードなどの

操作をデータとして記録できるプラットフォームであ

る。これらのプラットフォームで収集した情報をAIを

使って分析し、面白い成果物を作り出せるような仕組み

を開発していきたいと考えている。

　マネーフォワード

は、お金という課題を

テクノロジーを通じて

解決することをビジョ

ンに掲げ、個人向けの

PFM事業および中小

企業向けクラウドサー

ビス事業（会計・給与

など）を2本の柱とし

てビジネスを行ってい

る。様々な金融機関や企業と提携し、新しいサービスを

推進している。

　近年、スマホの普及により人々の行動が劇的に変化し

た。情報やサービスに簡単にアクセスできるようにな

り、顧客ニーズが多様化している。また、開発コストの

低減により新サービスやアプリが次々と台頭し、一気に

マーケットを席巻するものもある。サービス提供者に

とっては競争が激しくなり、便利なサービスもすぐ陳腐

化してしまう。ユーザーのサービスに対する経験値や期

待値が上がり、より良いものを求めるようになっている。

　このように外部環境の変化が激しい中で、企業や金融

機関がユーザーのニーズに合ったサービスをすべて自分

で行うことは難しい。B2Cの世界では何がはやるか、

辻 庸介氏

藪谷 真喜子氏
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「いいサービス」とは何なのか誰にも分からない。大企

業の成功体験では対応できないものであり、他企業との

連携を積極的に活用するオープンイノベーションが必要

になる。開発コストは劇的に低下しており、いろいろな

アイデアを試すことができるが、成功するアイデアは一

握りであり、スピード感のある開発と失敗が許される組

織・文化が必要である。そうしたやり方はベンチャーの

方が得意だと言える。企業や金融機関は、自社で行う分

野と他者と組む分野をしっかりと整理し、ベンチャーと

協業することで、革新的なアイデアを素早く実現するこ

とが可能になるだろう。

　当社の行動指針はいくつかあるが、最も重視している

のがユーザーフォーカスである。エンジニアもユーザー

の声を身近に聞けるようにし、ユーザーからのフィード

バックを活かしながらサービス開発を進めている。顧客

目線での開発が何よりも大切である。

　保険業は従来、商品

志向だったこともあ

り、保険の対象ごとに

商品が細分化されてい

た。しかし、顧客志向

へ変化する中で、起き

てしまったことに対応

する損失補償型から、

なるべく起きないよう

にする損失防止型へと

移行しつつある。これは旧来の保険の枠組みを超えたも

ので、ヘルスケア、自動車、セキュリティシステムと

いった異なる業界から参入したり、そうした業界と協業

したりするケースも増えている。

　こうした変化を受け、世界中で保険会社の経営陣は、

保険業はどう変わろうとしているのか、新しいビジネス

モデルの出現にどう備えるか、さまざまな会社とどう

パートナシップを結ぶか、盛んに議論している。

　たとえばデジタル化戦略の最高責任者は、IoTやAIと

いった新技術を活用して新しいビジネスモデルをどう確

立するか検討している。マーケティングの最高責任者

は、商品をただ売るのではなく「顧客体験」を売る場合

は市場や販売方法がどう変わるのか考えている。そして

CFOは、こうした新しい商品やビジネスモデルの詳細

な収益性を検討している。

　デジタルビジネスの世界に一歩踏み出すにはどうすれ

ばよいのか。第一に、マーケティングや商品チームだけ

でなく、経営陣全体が業界で何が起きているか全体像を

理解することである。そして第二に、会社内にイノベー

ションについて検討し推進する組織を持つことである。

こうした組織は短期的に成果を出すよう圧力がかかりや

すいので、いかに守るかも課題となる。

　SAPでは、お客さまの会社にイノベーションを起こ

すため、デザインシンキングという手法を用いる。デザ

インシンキングでは、顧客が何を欲しているのか感じ取

ろうとする。そこからアイデアを構築し、プロトタイプ

をつくり、テストする、というサイクルを繰り返す。

SAPではこうしたデザインシンキングのワークショッ

プを開催して、世界中の多くの企業を支援している。

　Cutter Associates

は 、 欧米を中心に

200を超える顧客基

盤を有し、業界の専門

知識等をベースにし

て、リサ－チ、ベンチ

マーキング、コンサル

ティングビジネスを展

開している。なおコン

サルティングで得られ

た知見はリサーチへ反映される等、相互に連携し相乗効

果をもたらしている。Cutterリサーチでは、メンバー

シップ制を採用し、リサーチテーマはメンバーの要望

を聞いて決定している。1テーマにつき50～100ペー

ジにわたるリサーチペーパーは、メンバーへのインタ

Mary C. Storrs

Robert Commings氏

資産運用会社における
マーケットデータ管理戦略
Cutter Associates　Director　Mary C. Storrs

デジタルインシュアランスの動向
SAP　Head of Industry Business Unit Insurance
Robert Commings氏
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ビューやディスカッション、ベンダーアクセスを通じて

作成されている。リサーチ結果の閲覧もメンバー限定で

あるため、ベンダーから独立した公平なリサーチを実現

している。

　本講演では2016年のリサーチテーマの一つであっ

た「市場データ管理」について紹介した。Cutterメン

バーのうち約50社から得たアンケート結果によると、

多くの運用会社がデータのライセンスコスト、ベンダー

管理、データソース管理などに課題を抱えている。契約

条件の交渉を含む契約管理、請求書管理等といった市場

データ管理の業務については、多くの場合、スプレッド

シートなどのツールを利用して、または全くの手作業で

の管理が行われるなど非効率な運営がされている。また

ライセンスコストを除くコストの75%は人的コストで

あり、市場データの管理業務にユーザーの時間が割かれ

ていることも確認された。一方で、データライセンス管

理の徹底や、市場データ管理の一元化などを通じてコス

ト削減に成功している運用会社もある。そして、外部の

ベンダーサービスを利用することで改善を図っている運

用会社も3分の2ほどいることも確認された。

　最後に市場データ管理システムを提供する主要4ベン

ダーについて、それぞれのシステムの機能評価、ベン

ダーの健全性評価結果を紹介した。Cutterのリサーチ

レポートでは、評価項目をまとめヒートマップを作成

し、それらを総合的に勘案してベンダー採用の手がかり

を提供する。なお市場データ管理分野の今後の展開とし

ては、レポート作成機能、ワークフロー管理機能、ウェ

ブベースの機能提供、ASP型のサービス提供などが注

目されている。

　資産運用会社や機関投資家にリスク管理システムを提

供しているベンダーの間で、ユーザーのニーズ変化など

を受け、新しい動きがいくつか見られる。

　ここ数年、運用会社は投資対象を非伝統的資産に拡大

している。それに対応するため、リスク管理対象投資資

産を広げたり、マルチ

アセットクラス、ファ

クターベース投資をサ

ポートするリスクモデ

ルの充実化を図ってい

る。また運用会社に対

する規制や顧客の要求

に対応するため、より

洗練されたストレステ

ストやシナリオ分析のツールの開発などを進めている。

さらに運用会社のコスト削減の動きを受けて、リスク計

算に必要な、投資資産の時価や属性データを一括で提供

したり、データマネジメントやリスクレポーティングを

通して本来顧客が行っていた機能を提供したりしている。

　こうした動きとともに、現在、ユーザーの関心を集

めているのは、バークレイズが提供する分析プラット

フォームPOINTの運営停止1）にどう対応するかであ

る。POINTはポートフォリオ構築、リスク管理、パ

フォーマンス測定・要因分析など幅広い機能をカバーし

ており、現時点で、これを代替する単一ソリューション

は存在しない。多くの会社が新しいソリューションを探

している。

　Cutter社の会員である資産運用会社などに実施した調

査によれば、半数以上が近々新しいリスク管理システム

への変更を検討しているという。上述のさまざまな環境

変化を考えればあまり驚く結果ではないかもしれない。

　今後を展望すると、投資プロセスにおけるリスク分析

の重要性はますます高まり、フロントオフィスからきめ

細かい深い分析が求められるようになるだろう。その結

果、フロントからバックまで互いに意思疎通しやすいよ

うにシステムの統合が進む可能性がある。また技術革新

はこれまで以上にサービスに影響を与えるだろう。ユー

ザーにおいてはIT基盤のアウトソースやクラウド技術に

対する関心が高まる一方、ベンダーはAIを活用した機械

学習、予測分析など新しい機能の開発を進めている。

1）	Bloomberg社への売却に伴いサービス内容が変更される。

Jonathan Chandler

資産運用会社における
リスク管理システムの活用動向

Cutter Associates
Research Analyst　Jonathan Chandler
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10：15
    ー
11：20

ご挨拶

此本 臣吾
代表取締役社長

     新しい価値創造に向けたイノベーションについて

大西 洋氏　三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役 社長執行役員

日本企業は、ITをはじめとする急速な環境変化により転換期を迎えています。これまで通りの事業構造では、持続的な競争優
位に基づく成長は実現できません。今、企業は何を求められ、どのような価値提供を進めていくべきなのか。三越伊勢丹ホール
ディングスの具体例を交えてお話しいただきました。

＜プロフィール＞
1979年3月	 慶應義塾大学商学部卒業
1979年4月  1日	 株式会社伊勢丹入社
2003年2月  1日	 同 営業本部MD統括部紳士第一営業部長
2004年2月12日	 同 営業本部MD統括部紳士統括部長
2005年6月29日	 同 執行役員 経営企画部総合企画担当長
2006年2月  1日	 同 執行役員 営業本部立川店長

2009年4月  1日	 株式会社三越 取締役常務執行役員 百貨店事業本部MD統括部長 兼 MD企画部長
	 株式会社伊勢丹 常務執行役員
2009年6月  1日	 株式会社伊勢丹 社長執行役員
2012年2月  1日	 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役社長執行役員
	 株式会社三越伊勢丹 代表取締役社長執行役員（現任）

10：15
    ー
11：20

11：35
    ー
12：05

NRIビジネスセッション 11：35
    ー
12：05

リテールビジネスのパラダイム・シフトとNRIの中期ビジョン デジタルイノベーションの行方 デジタルトランスフォーメーションにむけて
～先陣を切るデジタルマーケティング～

日本の将来の鍵を握る資産運用業界の発展のために
～ NRIの使命と未来像～

横手 実
執行役員 証券ソリューション事業本部 副本部長

林 滋樹
常務執行役員 保険ソリューション事業本部長

久保 並城　執行役員 金融ソリューション事業本部 副本部長
川津 のり　Brierley&Partners シニア・バイス・プレジデント

藤田 勝彦
執行役員 資産運用ソリューション事業本部長

デジタル化の進展によってリテールビジネスは利用者の多様なニーズにきめ細か
く応える事業構造への転換が求められています。その要となるのがオープンAPIや
ブロックチェーンなどのイノベーションです。NRIのリテールソリューションの
ビジョンとイノベーションへの取り組みを紹介しました。

デジタル・ディスラプターの台頭により、2020年代に向けてビジネス環境が大
きな変革期を迎えようとしています。本セッションではグローバル動向を踏まえ
つつ、日本の保険業界におけるデジタルイノベーションの可能性について考察し
ました。

今後、予想される金融機関のデジタルトランスフォーメーション。その実現に向け
たNRIの取り組みを紹介するとともに、革新の第一歩としてロイヤリティマーケ
ティング専門企業であるブライアリー・アンド・パートナーズ（NRI100％子会社）
よりデジタルマーケティング事例を紹介しました。

資産運用ビジネスは今後確実に拡大していきます。その拡大のスピードを加速させ
るためにNRIが取り組まなくてはならないことは、運用会社の皆さまが付加価値の
高いサービスを提供するための環境を整えることです。NRIが描く未来像ととも
に今後のサービス展開について説明しました。

12：05ー 12：45	 ランチブレイク
12：45
    ー
14：05

     論理破綻した金融政策下の世界経済

リチャード・クー　主席研究員 チーフエコノミスト

民間資金需要が乏しい時の量的緩和やマイナス金利政策は、さしたる効果も弊害もない一方で、それをやめようとする時には、今の米国が直面しているように、様々な問
題が発生することになります。論理的に無理がある金融政策が世界経済に与える影響について考察しました。

＜プロフィール＞
1976年  3月	 カルフォルニア大学バークレー校卒業 専攻：政治、経済
1976年  4月	 サンフランシスコ・エクセルシア社入社 ピアノ生産・新製品開発に従事
1979年  9月	 米国連邦準備制度理事会（FRB）ドクター・フェロー
1981年  8月	 ジョンスホプキンス大学大学院 経済学博士課程修了

1981年  9月	 ニューヨーク連邦準備銀行入行 調査局、外国局を歴任
1984年11月	 野村総合研究所入社 外国人初の主任研究員として経済調査部、投資調査部を歴任
1998年10月	 野村総合研究所 主席研究員・チーフエコノミスト

12：45
    ー
14：05

金融業界全般 保険 証券・銀行 資産運用
14：25
    ー
15：15

銀行の情報システムの将来像
～ FinTechが示唆する未来～ デジタルインシュアランスの動向 日本でゴールベース資産管理を

実現するための絶対的な必要条件

新たな金融インフラ
～マイナンバーと公的個人認証が金融
サービスを変える～

セブン銀行における
金融犯罪対策の取り組み

資産運用会社のガバナンスと
年金ファンドのスチュワードシップ責任
のあり方

資産運用会社における
マーケットデータ管理戦略

広がる銀行のファンド投資の現状と
リスク管理高度化に向けて

14：25
    ー
15：15

岩下 直行氏
日本銀行 決済機構局 FinTechセンター長

Robert Commings氏
SAP Head of Industry Business Unit Insurance

安丸 徹
執行役員 保険ソリューション事業本部 副本部長

保険業界では自社の差別化を行い、より高い
マーケットシェアを獲得するためにInsurTech
やデジタル化への対応が求められています。グ
ローバルベンダーとの共創の視点から、国内外
の保険会社の動向、デジタルインシュアランス
への取り組みについて解説しました。

吉永 高士
NRIアメリカ 金融研究室長 

向井 治紀氏
内閣府 大臣官房 番号制度担当室長

南側 洋司
マイナンバー事業部 グループマネージャー

NRIのマイナンバー管理サービス「e-BANGO」
は、本年1月の制度開始時には150を超えるお客
さまに向けてスタートしました。マイナンバー
カードの普及・公的個人認証の民間解放を見据
えた、NRIだからこそお届けできる今後のマイナ
ンバー関連サービスについて紹介しました。

井手 智典氏
セブン銀行 金融犯罪対策部 部長

堀江 貞之
金融ITイノベーション研究部 上席研究員

Mary C. Storrs
Cutter Associates　Director

川橋 仁美
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

馬場 崇充
資産運用サービス事業二部 上級システムコンサルタント

銀行のファンド投資は今後も増加が予想されま
す。アンケートやヒアリングにて得られた銀行
ファンド投資の展望や課題を解説しました。更に
ファンド管理特有の課題における先行解決事例
等を交えて、銀行に求められるリスク管理対応と
そのソリューションについて説明しました。

海外におけるFinTech企業の活動や最
近発生したトラブル事例などを概観し、
日本における金融 ITの現状とFinTech
への対応、FinTech対応のために解決す
べき課題についてお話しいただきまし
た。最後に ITが金融をどう変えていく
のかについて岩下氏のお考えを伺いま
した。

米国では顧客のゴールを聞き、ラップで
投資実行をするゴールベース資産管理の
浸透が証券会社や銀行らの投資商品販売
モデルの構造転換と収益成長を牽引して
きました。日本でも同様の成果を追求す
るにあたり、米国に倣って導入すべき施
策や、日本固有の顧慮すべき点などを考
察しました。

ATMやインターネットを通じた取引を
主とするセブン銀行では、金融犯罪対策
に注力しています。本セッションでは、
ATMの画像活用や端末特定システム等、
セブン銀行で近年効果をあげている新し
い取り組みや金融機関間の連携について
お話しいただきました。

日本の運用会社の多くが、親会社を含む
利害関係者との利益相反管理が重要な経
営課題となっています。GPIFを含む年
金ファンドのスチュワードシップ責任が
重視される中、海外の運用会社の利益相
反管理事例を紹介し、金融グループ全体
での利益相反管理の方法について提言を
行いました。

運用会社のマーケットデータは IT費用
の多くを占め、上昇を続けています。し
かし、選択肢が限られていることから、コ
スト削減、データの効率利用には工夫が
必要です。本セッションでは日本への示
唆として米国運用会社でのマーケット
データ管理戦略の事例を紹介しました。

15：30
    ー
16：20

FinTechの活性化に向けた
金融庁の取り組みと今後の課題

FinTechによる提供者視点から
利用者視点の金融サービスへの転換 iDeCoが街にやってくる

デジタル時代のITガバナンス
〜戦略的 IT活用の促進と統制を両立する
IT運営〜

第三世代プラットフォームを活用した
金融ビジネス改革

日本の資産運用ビジネス：
2015年度のレビュー

資産運用会社における
リスク管理システムの活用動向

資産運用会社様向け
NRIソリューションのロードマップ

15：30
    ー
16：20

松尾 元信氏
金融庁 総務企画局 参事官

北川 園子
経営役 証券ソリューション事業本部 統括部長

金子 久
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

横田 繁樹　金融ITコンサルティング部
上級システムコンサルタント

Tao Jiang氏　オラクルフィナンシャルサービス
ソフトウェア プリンシパルセールスコンサルタント

小島 卓也　金融ソリューション事業本部
営業統括部 上級システムコンサルタント

金融ビジネスの変革、デジタルトランスフォー
メーションの実現の基盤となるのは第三世代プ
ラットフォームです。本セッションでは、銀行に
おける第三世代プラットフォーム活用の①海外
事例②日本においてORACLEとNRIが共同で進
めているソリューションを紹介しました。

浦壁 厚郎
金融ITイノベーション研究部 上級研究員

Jonathan Chandler
Cutter Associates　 Research Analyst

古賀 智子　資産運用サービス事業二部 上席システムコンサルタント
梶本 秀之助　資産運用サービス事業一部 上級コンサルタント
篠田 優介　資産運用サービス事業三部 上級システムコンサルタント
塩川 泰平　資産運用プロジェクト室 主任システムエンジニア

NRIは運用会社の業務をサポートするサービス
（T-STARシリーズ）を提供しています。当サービ
スをご利用頂くことで、皆さまがより付加価値の
高い業務に注力し事業発展に寄与できるよう改善
を続けています。本セッションでは、今後のサービ
ス展開についてのロードマップを説明しました。

FinTechの動きが金融の将来的な姿を大
きく変えていく可能性がある中、金融庁
では、イノベーションの推進と同時に制
度面の課題への対応を強化しています。
本セッションでは、改正銀行法等の内容
やFinTechをめぐる制度等の検討の方向
性についてご紹介いただきました。

金融サービスのデジタルシフトが加速す
る中、FinTechにより金融機関は、いか
に利用者とつながるサービスが提供で
きるかが注目されています。このつなが
りを可能にするオープンAPIについて、
NRIの取り組みを紹介しました。

個人型確定拠出年金の対象者が来年か
ら拡大するのに合わせて、金融機関は店
頭やネット、職域等のチャネルで同制度
への取り組みを積極化するとNRIは予想
しています。NRIで独自に行った意識調
査を整理し、利用者の潜在ニーズやマー
ケット規模、金融機関等での課題につい
て解説しました。

デジタル化の進展により、ITを活用した
先進的なサービスを他社に先駆けて導入
することによって差別化を図ろうとす
る動きが活発になってきました。本セッ
ションでは、現状の IT部門の課題認識を
踏まえたうえで、デジタル化に向けた IT
部門の価値貢献のあり方について考察し
ました。

収益拡大が続く日本の資産運用業界の動
向をレビューしました。また、NRIが実
施している運用戦略・商品調査、アンケー
ト調査等に基づき、顧客セグメントごと
の動向、求められるサービス・商品等に
ついて考察しました。

クレジット危機後も不安定な経済・政治情
勢を背景に、運用会社のリスク管理は最重
要テーマとなっています。そのような中、
リスク管理ベンダーのM&Aなどにより、
運用会社はIT活用の見直しを迫られてい
ます。本セッションでは米国を中心とした
運用会社、投資家におけるリスク管理シス
テムの直近動向を紹介しました。

16：35
    ー
17：25

FinTech におけるオープンイノベー
ションについて
～顧客ニーズの実現に向けた取り組み～

NRIが推進するオープンイノベーション
の現場・現物・現実 デジタル世代の投資行動研究 市場規制見直しの現状と展望

ICT技術を活用した業務改革
～決裁のペーパレス化の実現と最新の
取り組み～

資産運用会社の銀行向けファンド業務に
求められる今後の対応

FinTechが変える
資産運用会社の投資戦略

オルタナティブ資産の特殊性と
世界の先進事例にみる
マネジメント手法とは

16：35
    ー
17：25

辻 庸介氏
マネーフォワード 代表取締役社長CEO

寺田 知太
デジタルビジネス開発部 グループマネージャー

富田 悦生　金融コンサルティング部
グループマネージャー 上席コンサルタント

大崎 貞和
未来創発センター 主席研究員

藪谷 真喜子氏
株式会社鹿児島銀行 医業支援部 部長席付

藤本 充男　資産運用サービス事業二部
上級システムコンサルタント

窪寺 祐也
投資情報サービス事業部 主任データアナリスト

バーゼル委員会は現状業務の大幅な見直しに繋
がるトレーディング勘定の抜本的見直しや信用
リスクに係る標準的手法の見直し等に関する文
書を公表しています。現在推進中のSA-CCR対
応の先にある2019年制度改正を見据えたファ
ンド向けBISソリューションを提案しました。

諏訪部 貴嗣氏　ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント
マネージング・ディレクター

Renaud Verlaque氏　Two Sigma Investments
Managing Director, Client Portfolio Management

堀江 貞之　金融ITイノベーション研究部 上席研究員

米国の運用会社では、テキストや画像等のこれまでと異
なるデータや人工知能を活用した新たな投資戦略が優
れた運用成績を挙げています。FinTechを活用してい
る代表的な米国の運用会社の投資責任者にその活用事
例を紹介していただき、今後の方向性を議論しました。

芝崎 和彦　資産運用サービス事業三部
グループマネージャー

堀江 匠　資産運用サービス事業三部 主任
浜田 千尋　資産運用サービス事業三部 主任

注目が高まるオルタナティブ投資のマネジメ
ント手法は、伝統的資産のそれとは大きく異な
ります。オルタナティブ資産の特殊性とその具
体的な管理方法を、世界的なリーディングプロ
バイダーであるeFront社のFrontInvestの活
用実例とともに紹介しました。

金融サービスを利用する顧客のニーズ
が多様化・高度化する中、金融機関とベ
ンチャー企業によるオープンイノベー
ションがますます注目を集めています。
FinTechベンチャーの立場から、金融機
関との取り組み事例や新規事業の創出に
おけるポイントについてお話しいただき
ました。

NRIは、お客さまと先進技術ベンチャー
とともに新しい価値やビジネスを創造す
ることを目的に、オープンイノベーショ
ン活動を推進しています。オープンイノ
ベーションの理想像と、実務を推進した
からこそ分かる現実について、NRIハッ
カソン2016の事例を中心にお伝えし
ました。

昨今の急速なデジタル化の進展はデジタ
ルネイティブ、デジタル定住者、デジタル
移住者と呼ばれる新しい生活者セグメン
トを誕生させました。本セッションでは
これらのセグメントの金融・資産運用に
対する考え方・行動の違いに迫り、次世
代投資家の獲得には何が必要かを考察し
ました。

現在、金融審議会市場ワーキング・グルー
プでは、HFTやPTSの規制見直し、業者
のフュデューシャリー・デューティーな
ど、広範な問題をめぐる検討が進んでい
ます。同ワーキング・グループの委員で
あるNRI研究員が議論の現状と今後の展
望について考察しました。

鹿児島銀行では、どこでも起案と決裁が
可能で、かつ直感的な操作を特長とする
電子稟議システムの導入により、社内の
混乱もなく決裁のペーパレス化を実現
させました。ICT技術を用いた業務改
革の最新の取り組みをご紹介いただき
ました。

17：40
    ー
18：30

FinTechは青い鳥？

楠 真　理事

FinTechベンチャーブームも最近は落ち着きを見せ、ベンチャー企業は収益力や成長性を試される段階に入りました。彼らのソリューションは青い鳥なのでしょうか？
「FinTech2.0－金融とITの関係がビジネスを変える」の著者、楠が金融ビジネスのデジタル化を展望しました。

■ 講演プログラム 基 基調講演　特  特別講演

特

基
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10：15
    ー
11：20

ご挨拶

此本 臣吾
代表取締役社長

     新しい価値創造に向けたイノベーションについて

大西 洋氏　三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役 社長執行役員

日本企業は、ITをはじめとする急速な環境変化により転換期を迎えています。これまで通りの事業構造では、持続的な競争優
位に基づく成長は実現できません。今、企業は何を求められ、どのような価値提供を進めていくべきなのか。三越伊勢丹ホール
ディングスの具体例を交えてお話しいただきました。

＜プロフィール＞
1979年3月	 慶應義塾大学商学部卒業
1979年4月  1日	 株式会社伊勢丹入社
2003年2月  1日	 同 営業本部MD統括部紳士第一営業部長
2004年2月12日	 同 営業本部MD統括部紳士統括部長
2005年6月29日	 同 執行役員 経営企画部総合企画担当長
2006年2月  1日	 同 執行役員 営業本部立川店長

2009年4月  1日	 株式会社三越 取締役常務執行役員 百貨店事業本部MD統括部長 兼 MD企画部長
	 株式会社伊勢丹 常務執行役員
2009年6月  1日	 株式会社伊勢丹 社長執行役員
2012年2月  1日	 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役社長執行役員
	 株式会社三越伊勢丹 代表取締役社長執行役員（現任）

10：15
    ー
11：20

11：35
    ー
12：05

NRIビジネスセッション 11：35
    ー
12：05

リテールビジネスのパラダイム・シフトとNRIの中期ビジョン デジタルイノベーションの行方 デジタルトランスフォーメーションにむけて
～先陣を切るデジタルマーケティング～

日本の将来の鍵を握る資産運用業界の発展のために
～ NRIの使命と未来像～

横手 実
執行役員 証券ソリューション事業本部 副本部長

林 滋樹
常務執行役員 保険ソリューション事業本部長

久保 並城　執行役員 金融ソリューション事業本部 副本部長
川津 のり　Brierley&Partners シニア・バイス・プレジデント

藤田 勝彦
執行役員 資産運用ソリューション事業本部長

デジタル化の進展によってリテールビジネスは利用者の多様なニーズにきめ細か
く応える事業構造への転換が求められています。その要となるのがオープンAPIや
ブロックチェーンなどのイノベーションです。NRIのリテールソリューションの
ビジョンとイノベーションへの取り組みを紹介しました。

デジタル・ディスラプターの台頭により、2020年代に向けてビジネス環境が大
きな変革期を迎えようとしています。本セッションではグローバル動向を踏まえ
つつ、日本の保険業界におけるデジタルイノベーションの可能性について考察し
ました。

今後、予想される金融機関のデジタルトランスフォーメーション。その実現に向け
たNRIの取り組みを紹介するとともに、革新の第一歩としてロイヤリティマーケ
ティング専門企業であるブライアリー・アンド・パートナーズ（NRI100％子会社）
よりデジタルマーケティング事例を紹介しました。

資産運用ビジネスは今後確実に拡大していきます。その拡大のスピードを加速させ
るためにNRIが取り組まなくてはならないことは、運用会社の皆さまが付加価値の
高いサービスを提供するための環境を整えることです。NRIが描く未来像ととも
に今後のサービス展開について説明しました。

12：05ー 12：45	 ランチブレイク
12：45
    ー
14：05

     論理破綻した金融政策下の世界経済

リチャード・クー　主席研究員 チーフエコノミスト

民間資金需要が乏しい時の量的緩和やマイナス金利政策は、さしたる効果も弊害もない一方で、それをやめようとする時には、今の米国が直面しているように、様々な問
題が発生することになります。論理的に無理がある金融政策が世界経済に与える影響について考察しました。

＜プロフィール＞
1976年  3月	 カルフォルニア大学バークレー校卒業 専攻：政治、経済
1976年  4月	 サンフランシスコ・エクセルシア社入社 ピアノ生産・新製品開発に従事
1979年  9月	 米国連邦準備制度理事会（FRB）ドクター・フェロー
1981年  8月	 ジョンスホプキンス大学大学院 経済学博士課程修了

1981年  9月	 ニューヨーク連邦準備銀行入行 調査局、外国局を歴任
1984年11月	 野村総合研究所入社 外国人初の主任研究員として経済調査部、投資調査部を歴任
1998年10月	 野村総合研究所 主席研究員・チーフエコノミスト

12：45
    ー
14：05

金融業界全般 保険 証券・銀行 資産運用
14：25
    ー
15：15

銀行の情報システムの将来像
～ FinTechが示唆する未来～ デジタルインシュアランスの動向 日本でゴールベース資産管理を

実現するための絶対的な必要条件

新たな金融インフラ
～マイナンバーと公的個人認証が金融
サービスを変える～

セブン銀行における
金融犯罪対策の取り組み

資産運用会社のガバナンスと
年金ファンドのスチュワードシップ責任
のあり方

資産運用会社における
マーケットデータ管理戦略

広がる銀行のファンド投資の現状と
リスク管理高度化に向けて

14：25
    ー
15：15

岩下 直行氏
日本銀行 決済機構局 FinTechセンター長

Robert Commings氏
SAP Head of Industry Business Unit Insurance

安丸 徹
執行役員 保険ソリューション事業本部 副本部長

保険業界では自社の差別化を行い、より高い
マーケットシェアを獲得するためにInsurTech
やデジタル化への対応が求められています。グ
ローバルベンダーとの共創の視点から、国内外
の保険会社の動向、デジタルインシュアランス
への取り組みについて解説しました。

吉永 高士
NRIアメリカ 金融研究室長 

向井 治紀氏
内閣府 大臣官房 番号制度担当室長

南側 洋司
マイナンバー事業部 グループマネージャー

NRIのマイナンバー管理サービス「e-BANGO」
は、本年1月の制度開始時には150を超えるお客
さまに向けてスタートしました。マイナンバー
カードの普及・公的個人認証の民間解放を見据
えた、NRIだからこそお届けできる今後のマイナ
ンバー関連サービスについて紹介しました。

井手 智典氏
セブン銀行 金融犯罪対策部 部長

堀江 貞之
金融ITイノベーション研究部 上席研究員

Mary C. Storrs
Cutter Associates　Director

川橋 仁美
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

馬場 崇充
資産運用サービス事業二部 上級システムコンサルタント

銀行のファンド投資は今後も増加が予想されま
す。アンケートやヒアリングにて得られた銀行
ファンド投資の展望や課題を解説しました。更に
ファンド管理特有の課題における先行解決事例
等を交えて、銀行に求められるリスク管理対応と
そのソリューションについて説明しました。

海外におけるFinTech企業の活動や最
近発生したトラブル事例などを概観し、
日本における金融 ITの現状とFinTech
への対応、FinTech対応のために解決す
べき課題についてお話しいただきまし
た。最後に ITが金融をどう変えていく
のかについて岩下氏のお考えを伺いま
した。

米国では顧客のゴールを聞き、ラップで
投資実行をするゴールベース資産管理の
浸透が証券会社や銀行らの投資商品販売
モデルの構造転換と収益成長を牽引して
きました。日本でも同様の成果を追求す
るにあたり、米国に倣って導入すべき施
策や、日本固有の顧慮すべき点などを考
察しました。

ATMやインターネットを通じた取引を
主とするセブン銀行では、金融犯罪対策
に注力しています。本セッションでは、
ATMの画像活用や端末特定システム等、
セブン銀行で近年効果をあげている新し
い取り組みや金融機関間の連携について
お話しいただきました。

日本の運用会社の多くが、親会社を含む
利害関係者との利益相反管理が重要な経
営課題となっています。GPIFを含む年
金ファンドのスチュワードシップ責任が
重視される中、海外の運用会社の利益相
反管理事例を紹介し、金融グループ全体
での利益相反管理の方法について提言を
行いました。

運用会社のマーケットデータは IT費用
の多くを占め、上昇を続けています。し
かし、選択肢が限られていることから、コ
スト削減、データの効率利用には工夫が
必要です。本セッションでは日本への示
唆として米国運用会社でのマーケット
データ管理戦略の事例を紹介しました。

15：30
    ー
16：20

FinTechの活性化に向けた
金融庁の取り組みと今後の課題

FinTechによる提供者視点から
利用者視点の金融サービスへの転換 iDeCoが街にやってくる

デジタル時代のITガバナンス
〜戦略的 IT活用の促進と統制を両立する
IT運営〜

第三世代プラットフォームを活用した
金融ビジネス改革

日本の資産運用ビジネス：
2015年度のレビュー

資産運用会社における
リスク管理システムの活用動向

資産運用会社様向け
NRIソリューションのロードマップ

15：30
    ー
16：20

松尾 元信氏
金融庁 総務企画局 参事官

北川 園子
経営役 証券ソリューション事業本部 統括部長

金子 久
金融ITナビゲーション推進部 上級研究員

横田 繁樹　金融ITコンサルティング部
上級システムコンサルタント

Tao Jiang氏　オラクルフィナンシャルサービス
ソフトウェア プリンシパルセールスコンサルタント

小島 卓也　金融ソリューション事業本部
営業統括部 上級システムコンサルタント

金融ビジネスの変革、デジタルトランスフォー
メーションの実現の基盤となるのは第三世代プ
ラットフォームです。本セッションでは、銀行に
おける第三世代プラットフォーム活用の①海外
事例②日本においてORACLEとNRIが共同で進
めているソリューションを紹介しました。

浦壁 厚郎
金融ITイノベーション研究部 上級研究員

Jonathan Chandler
Cutter Associates　 Research Analyst

古賀 智子　資産運用サービス事業二部 上席システムコンサルタント
梶本 秀之助　資産運用サービス事業一部 上級コンサルタント
篠田 優介　資産運用サービス事業三部 上級システムコンサルタント
塩川 泰平　資産運用プロジェクト室 主任システムエンジニア

NRIは運用会社の業務をサポートするサービス
（T-STARシリーズ）を提供しています。当サービ
スをご利用頂くことで、皆さまがより付加価値の
高い業務に注力し事業発展に寄与できるよう改善
を続けています。本セッションでは、今後のサービ
ス展開についてのロードマップを説明しました。

FinTechの動きが金融の将来的な姿を大
きく変えていく可能性がある中、金融庁
では、イノベーションの推進と同時に制
度面の課題への対応を強化しています。
本セッションでは、改正銀行法等の内容
やFinTechをめぐる制度等の検討の方向
性についてご紹介いただきました。

金融サービスのデジタルシフトが加速す
る中、FinTechにより金融機関は、いか
に利用者とつながるサービスが提供で
きるかが注目されています。このつなが
りを可能にするオープンAPIについて、
NRIの取り組みを紹介しました。

個人型確定拠出年金の対象者が来年か
ら拡大するのに合わせて、金融機関は店
頭やネット、職域等のチャネルで同制度
への取り組みを積極化するとNRIは予想
しています。NRIで独自に行った意識調
査を整理し、利用者の潜在ニーズやマー
ケット規模、金融機関等での課題につい
て解説しました。

デジタル化の進展により、ITを活用した
先進的なサービスを他社に先駆けて導入
することによって差別化を図ろうとす
る動きが活発になってきました。本セッ
ションでは、現状の IT部門の課題認識を
踏まえたうえで、デジタル化に向けた IT
部門の価値貢献のあり方について考察し
ました。

収益拡大が続く日本の資産運用業界の動
向をレビューしました。また、NRIが実
施している運用戦略・商品調査、アンケー
ト調査等に基づき、顧客セグメントごと
の動向、求められるサービス・商品等に
ついて考察しました。

クレジット危機後も不安定な経済・政治情
勢を背景に、運用会社のリスク管理は最重
要テーマとなっています。そのような中、
リスク管理ベンダーのM&Aなどにより、
運用会社はIT活用の見直しを迫られてい
ます。本セッションでは米国を中心とした
運用会社、投資家におけるリスク管理シス
テムの直近動向を紹介しました。

16：35
    ー
17：25

FinTech におけるオープンイノベー
ションについて
～顧客ニーズの実現に向けた取り組み～

NRIが推進するオープンイノベーション
の現場・現物・現実 デジタル世代の投資行動研究 市場規制見直しの現状と展望

ICT技術を活用した業務改革
～決裁のペーパレス化の実現と最新の
取り組み～

資産運用会社の銀行向けファンド業務に
求められる今後の対応

FinTechが変える
資産運用会社の投資戦略

オルタナティブ資産の特殊性と
世界の先進事例にみる
マネジメント手法とは

16：35
    ー
17：25

辻 庸介氏
マネーフォワード 代表取締役社長CEO

寺田 知太
デジタルビジネス開発部 グループマネージャー

富田 悦生　金融コンサルティング部
グループマネージャー 上席コンサルタント

大崎 貞和
未来創発センター 主席研究員

藪谷 真喜子氏
株式会社鹿児島銀行 医業支援部 部長席付

藤本 充男　資産運用サービス事業二部
上級システムコンサルタント

窪寺 祐也
投資情報サービス事業部 主任データアナリスト

バーゼル委員会は現状業務の大幅な見直しに繋
がるトレーディング勘定の抜本的見直しや信用
リスクに係る標準的手法の見直し等に関する文
書を公表しています。現在推進中のSA-CCR対
応の先にある2019年制度改正を見据えたファ
ンド向けBISソリューションを提案しました。

諏訪部 貴嗣氏　ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント
マネージング・ディレクター

Renaud Verlaque氏　Two Sigma Investments
Managing Director, Client Portfolio Management

堀江 貞之　金融ITイノベーション研究部 上席研究員

米国の運用会社では、テキストや画像等のこれまでと異
なるデータや人工知能を活用した新たな投資戦略が優
れた運用成績を挙げています。FinTechを活用してい
る代表的な米国の運用会社の投資責任者にその活用事
例を紹介していただき、今後の方向性を議論しました。

芝崎 和彦　資産運用サービス事業三部
グループマネージャー

堀江 匠　資産運用サービス事業三部 主任
浜田 千尋　資産運用サービス事業三部 主任

注目が高まるオルタナティブ投資のマネジメ
ント手法は、伝統的資産のそれとは大きく異な
ります。オルタナティブ資産の特殊性とその具
体的な管理方法を、世界的なリーディングプロ
バイダーであるeFront社のFrontInvestの活
用実例とともに紹介しました。

金融サービスを利用する顧客のニーズ
が多様化・高度化する中、金融機関とベ
ンチャー企業によるオープンイノベー
ションがますます注目を集めています。
FinTechベンチャーの立場から、金融機
関との取り組み事例や新規事業の創出に
おけるポイントについてお話しいただき
ました。

NRIは、お客さまと先進技術ベンチャー
とともに新しい価値やビジネスを創造す
ることを目的に、オープンイノベーショ
ン活動を推進しています。オープンイノ
ベーションの理想像と、実務を推進した
からこそ分かる現実について、NRIハッ
カソン2016の事例を中心にお伝えし
ました。

昨今の急速なデジタル化の進展はデジタ
ルネイティブ、デジタル定住者、デジタル
移住者と呼ばれる新しい生活者セグメン
トを誕生させました。本セッションでは
これらのセグメントの金融・資産運用に
対する考え方・行動の違いに迫り、次世
代投資家の獲得には何が必要かを考察し
ました。

現在、金融審議会市場ワーキング・グルー
プでは、HFTやPTSの規制見直し、業者
のフュデューシャリー・デューティーな
ど、広範な問題をめぐる検討が進んでい
ます。同ワーキング・グループの委員で
あるNRI研究員が議論の現状と今後の展
望について考察しました。

鹿児島銀行では、どこでも起案と決裁が
可能で、かつ直感的な操作を特長とする
電子稟議システムの導入により、社内の
混乱もなく決裁のペーパレス化を実現
させました。ICT技術を用いた業務改
革の最新の取り組みをご紹介いただき
ました。

17：40
    ー
18：30

FinTechは青い鳥？

楠 真　理事

FinTechベンチャーブームも最近は落ち着きを見せ、ベンチャー企業は収益力や成長性を試される段階に入りました。彼らのソリューションは青い鳥なのでしょうか？
「FinTech2.0－金融とITの関係がビジネスを変える」の著者、楠が金融ビジネスのデジタル化を展望しました。
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